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2019年12月に社長直轄組織としてCDO室を設置、CIOやCISOとは別に

CDOを新設、常務執行役員が個人情報保護責任者をつとめております。
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電気通信事業の高い公共性を鑑み、電気通信役務の円滑な提供や利用者の安心安全、

プライバシー確保の観点から、事業者に高いガバナンスを求め、利用者へのわかりや

すい説明を行うことで、利用者情報の取扱いの透明性を高めることに賛同します。

利用者にとって意味ある基準となっているか？

はじめに

そのうえで、具体的に３つの視点で、ご検討をお願いしたく、意見を申し述べます。

事業者＊にわかりやすく、利用者に説明しやすい内容か？
（＊翻訳が必要で、英語版で理解を深める外国の事業者含む）

遵守にあたり、構造的な課題が解消されているか？

規範のわかりやすさ

利用者視点

規範の実効性

はじめに
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各論点への意見

規律対象事業者
の基準

特定利用者情報
の定義

情報取扱方針
海外安全管理

論点1 論点5 論点7

関連：論点４ 報告基準・内容

規範のわかりやすさ利用者視点 規範の実効性
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意見

対象事業者について、登録電気通信事業者は全て対象とすべきと考えます。

電気通信事業者には、その高い公共性から、電気通信役務の円滑な提供や利用者の利益の保護が求められる観点から、

高いガバナンスが求められていると理解しています。

利用者から見た、安心安全、プライバシーを確保するためには、規模は関係ありません。

その質で基準を設けるべきで、既存の関連基準をふまえれば、100万人が最低ラインと考えます。

また、電気通信役務を行う事業を保有する個社で1000万人未満であっても、グループ会社等とその個人情報を

「共同利用」等とすることで全体としての利用者数は1000万人を超える場合があります。

そうした場合も含め、実質的な利用者数を基準とすべきと考えます。（関連：論点④）

論点①でお示ししたように、登録電気通信事業者は全て対象にすべきであるため、報告対象は全てとすべきと考えます。

利用者数の報告にあたっては、グループ等での共同利用も含め、実質的な利用者数も報告対象とすべきと考えます

利用者視点

利用者数の報告論点4

規律対象事業者の基準論点1
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電気通信事業ガバナンス検討会報告書 ・
電気通信事故に係る電気通信事業法関係法令の適用に関するガイドライン規律対象事業者の基準論点1参考

電気通信事故に係る電気通信事業法関係法令の適用に関するガイドライン（第５版）電気通信事業ガバナンス検討会 報告書

自由なビジネス
阻害しないため
の配慮に規模は
関係ないので
は？

利用者にとって
は、情報の取扱
いの高い信頼性
が求められる点
は同じ

（報告を要する重大な事故） 第 58 条
法第 28 条の総務省令で定める重大な事故

・重大な事故の報告時
の利用者数の基準は、
3万、10万、100万

・電気通信サービスの
法益をふまえれば、基
準を設けるとしても最
低でも100万ではない
か？

https://www.soumu.go.jp/main_content/000666214.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000794590.pdf
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電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン
(以降電通GLと略）規律対象事業者の基準論点1

（中略）

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン
(令和4年個人情報保護委員会・総務省告示第4号)の解説 P.10

個人情報保護法

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

電気通信事業法

施行令・施行規則

ガイドライン類・Q&A

個人情報 通信の秘密

改正部分

総務省令等 今回検討範囲

ガイドラインの構成

電通GLは個人情報保護法と電気通信事業法の要素が混在 個人情報の適正な取扱いは、電気通信事業者の業種・規模を問わず一律適用

参考

位置情報プライバ
シーレポート

SPI/SPO(スマート
フォンプライバシー）

同意取得の在り方参照文書

通信の秘密の確保に支障があるとき
の業務の改善命令の発動に係る指針

https://www.soumu.go.jp/main_content/000805807.pdf
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電気通信事業者の定義（現在の電通GL)

（中略）

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン (令和4年個人情報保護委員会・総務省告示第4号)の解説 P.14

対象事業者

電気通信事業法の電気通信事業を行う者が対象

・事業規模にかかわらず対象

・登録、届出がなくても対象

・営む者も対象

・営利目的ではない場合も対象

考え方

利用者視点において規模等による差異はない

・個人情報保護の必要性

・個人情報の適正な取扱い

現GLも、個人情報の適正な取扱いについて、事業規

模による差異を設けるべきではないという考え方

電通GLは電通法の用語定義と一部異なる。事業規模による規範の差異を設けるべきではないという考え方。

規律対象事業者の基準論点1参考

https://www.soumu.go.jp/main_content/000805807.pdf
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電気通信サービスの範囲（現在の電通GL)

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン (令和4年個人情報保護委員会・総務省告示第4号)の解説 P.14～15

対象役務：「電気通信サービス」

電気通信事業法の電気通信事業を行う者が対象

・電気通信役務

・電気通信役務に付随するサービス

・一体的に提供され切り離すことができないサービス

・電気通信役務の利用を前提としているサービス

・電気通信役務に係る個人情報と同じID等で紐

づけを行う場合

同じID等で紐づけを行い利用されている数が、

実質的な「電気通信サービス」の利用者数

（中略）

電気通信サービスに該当する範囲が、実質的な利用者数

規律対象事業者の基準論点1参考

https://www.soumu.go.jp/main_content/000805807.pdf
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意見

規律対象となる特定利用者情報について、用語の定義やその関連性、相違する点等について、

より具体的な説明を希望します。

利用者にわかりやすい説明、適切な選択の機会を提示するためには、

対象となる事業者（その規模を問わず）が十分に理解することが前提となると考えるためです。

「特定利用者情報」については、以下の情報とオーバーラップしますが、文書のページ数も膨大で、一般の事業者にはその読み取りが困難です。

複数文書の関連、考え方の違い、間違えやすいと思われるポイントについて、

具体例をあげて説明、広く周知いただくことを希望します。（c.f. P.11）

・個人情報保護法が定義する「個人に関する情報」「個人情報」「個人関連情報」

・電気通信事業を行う者全てに適用される「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」のいわゆる「利用者情報」＊との違い

（契約者ではない加入者を含む）

なお、他省庁の文書で「パーソナルデータ」と呼ばれることが一般的と理解しています。（c.f. P.12）

電気通信事業者が個人情報保護法と電気通信事業法の双方に円滑に対応できるよう、省庁間で解釈の差がないことはもちろん、

事業者が利用者にわかりやすく説明するために、わかりやすい規範の整備を進めていただくことを希望します。

特定利用者情報の定義論点5

規範のわかりやすさ
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現在の個人情報保護法・電通GLでの情報の定義特定利用者情報の定義論点5

各種情報
● 通信履歴
● 利用明細
● 発信者情報
● 位置情報
● 不払い者情報
● 迷惑メール等送信に

係る加入者情報
● 電話番号情報

＋

生存する

個人に関する情報

個人情報※

個人関連情報＊

*パーソナルデータの外数に、統計情報や産業データ等

匿名加工情報

仮名加工情報

通称：パーソナルデータ＊(次ページ）

＊生存する個人に関する情報であって、
個人情報、仮名加工情報、匿名加工情報「以外」

「個人に関する情報」
とは、氏名、住所、性
別、生年月日、顔画像
等個人を識別する情報
に限られず、ある個人
の身体、財産、職種、
肩書等の属性に関して、
事実、判断、評価を表
す全ての情報であり、
評価情報、公刊物等に
よって公にされている
情報や、映像、音声に
よる情報も含まれ、暗
号化等によって秘匿化
されているかどうかを
問わない。

個人情報保護法

現行 電通GL

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン (令和4年個人情報保
護委員会・総務省告示第4号)の解説 P.12～13、P194～209

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編） 2 定義より作成

※但し、個人情報保護法の英訳版
では個人情報はPersonal 
information、個人データは
Personal dataと訳されている

個人情報保護法の範囲とパーソナルデータ 現在の電通GLでの対象情報（利用者情報）

利用者向けに区別して、わかりやすく説明するには現在でも複雑

参考

https://www.soumu.go.jp/main_content/000805807.pdf
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a1-2
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/APPI_english.pdf
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パーソナルデータという用語が用いられている政府の文書

＃ 出典 記載の例

１ Act on the Protection of Personal 

Information 

個人情報保
護委員会

(Definition) Article 2 (6) “Personal data” in this Act means personal 

information constituting a personal information database etc.

２ DX 時代における企業のプライバシーガバ
ナンスガイドブック ver1.2

経産省/総務
省

パーソナルデータとは、個人情報保護法の個人情報だけではなく、
個人に関連するあらゆる情報を指す。

３ 「情報信託機能の認定に係る指針ver2.0」 総務省 「情報銀行」は、実効的な本人関与（コントローラビリティ）を高めて、パーソナルデータの流通・活
用を促進するという目的の下、本人が同意した一定の範囲において、本人が、信頼できる主体
に個人情報の第三者提供を委任するというもの。

４ デジタル広告市場の競争評価最終報告デ
ジタル市場競争会議 2021 年 4 月 27 日

内閣官房 パーソナル・データ（例えば閲覧履歴データ）

５ デジタル・プラットフォーム企業が介在する
消費者取引における環境整備等に関する検討会

消費者庁 パーソナルデータ （プロファイリング文脈で使用）

#2 P.15
範囲についての説明例

「パーソナルデータ」の呼称が用いられている政府文書の例

特定利用者情報の定義論点5参考

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/APPI_english.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000794192.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000649152.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/digitalmarket/kyosokaigi/dai5/siryou3s.pdf
https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/assets/consumer_system_cms101_210201_01.pdf
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意見

情報取扱方針について、利用者の理解しやすさを重視、必要最低限の事項について

わかりやすい記載により、透明性を高めるという考え方に賛同します。

３．安全管理措置について

クラウドの利用が一般的となっている中で、外国に所在するサーバの保存国について

は、クラウド事業者が開示を拒否する場合もあり、個々の事業者の努力だけでは難し

い側面があります。クラウド事業者等委託先の情報開示の現実をふまえ、

実効性がある規範としていただくことを希望します。

例えば、具体的にご検討いただきたい事項は以下です。

・政府に外国ベンダー向けの英語版説明資料を用意いただく

・政府からクラウド事業者に働きかけをいただく

・クラウド事業者の回答拒否時の対応のガイド、相談先などの設置、等

情報取扱方針 安全管理(海外）論点7

規範の実効性

海外ベンダーに
説明が難しい

GDPR

・罰金が高額で執行が厳しい

GDPR優先。

・GDPRに対応すれば、日本の

法律に対応できるとの誤解

・日本法やGLは、日本語のみ

で、海外ベンダに説明困難

参考）弊社今後の課題
(2022/4/22利用者WGモニタリング時弊社発表資料より）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/platform_service/02kiban18_02000201.html
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これからも

プライバシーセンター | ソフトバンク

お客さまのプライバシーを最優先に考えます。

https://www.softbank.jp/privacy/
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情報革命で人々を幸せに


